
近年においては新型コロナや物価高騰、深刻な人手不足など中小企業・小規模事業者は、引き続き厳しい状況にあります。こうした中小
企業・小規模事業者を取り巻く経営環境が激変する時代を乗り越えるため、価格転嫁、人事改革に加えて商慣習の構造変化も新たな挑戦
の機会と捉え、生産性向上や賃上げを推進していくことが重要であります。そのような状況の中、以下のアンケートを実施いたしました。

アフターコロナと中小企業
2020年に始まったコロナ関連融資制度は、「返済」が本格化する段階となりましたが、2023年1月に「借換保証制度」が開始されるなど、支援に向けた動きも見られます。本来なら
ば、アフターコロナのV字回復により各企業の業績も改善し返済が進む想定でしたが、ここ数年の世界規模でのインフレ高進、ウクライナ侵攻や為替の円安傾向が続き、事業を取
り巻く環境が大きく変化しています。今回は、各企業がコロナ禍からの完全回復を目指すにあたって関心が高い「資金繰りに関する課題」についてアンケートを実施いたしました。

「資金繰りに関する課題」についてのアンケート

調査時期／2023年5月12日～6月2日　　調査対象企業数／1363社　　有効回答数／449社　　有効回答率／32.9％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。調査時期／2023年5月12日～6月2日　　調査対象企業数／1363社　　有効回答数／446社　　有効回答率／32.7％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。

Q1
政府が企業に対して賃上げを要請していますが、
賃上げ、もしくは一時金の支給を実施した方は、
その原資についてお答えください。
※1つ選択

Q2
貴社では、昨今の原材料･仕入価格の上昇分や
電力・エネルギー価格の上昇分相当を、
販売価格に転嫁（上乗せ、値上げ）できていますか。
※それぞれ1つ選択

Q3
新型コロナウイルス感染拡大から3年が
経過しましたが、貴社の現在の売上について、
感染拡大前（およそ3年前）と比べ、どの程度と
なっていますか。　※1つ選択

貴社では、３～５年後に向けて、現在の事業を
どのように展開していきたいとお考えですか。
※1つ選択
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Q1
貴社は「コロナ関連融資」を利用されましたか。
※1つ選択 Q2

「コロナ関連融資」を利用された感想を
お答えください。　※最大2つ選択

Q3
「コロナ関連融資」の返済開始時期は
いつからですか。また、その返済方法については
どのような予定ですか。　※それぞれ1つ選択

貴社の今年度の資金繰りは
どのようなものになりますか。　※1つ選択Q4

Q5
貴社では、人材確保のための職場環境改善へ向けて実施していることはありますか。　※最大3つ選択

賃上げ 一時金の支給 原材料・仕入価格 電力・エネルギー価格
コロナに伴う新たな事業展開や

投資に役立った

コロナ禍の経済活動停滞期において
資金繰りに役立った

先行きの不安感から利用したが、
結果的に資金繰りには必要なかった

借入金が嵩み先行きの不安感が増した

元利金の返済が始まり今後の資金繰りが
大変である（返済できるか不安）

必要十分な資金を調達できなかった
（足りなかった）
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25.3%

新規調達が
困難であり条件
変更を相談予定
2.3%

複数ある融資を
まとめる予定
（真水の資金は必要）
2.7%
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（51％～70％）
11.3%

資金繰りに余裕があり、
借入を縮小する予定
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新規調達を検討
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変動による不足
資金の調達など）
9.8%
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ほぼ変わらない
（90％～110％）

31.9%

資金繰りは厳しいが、
調達予定はない

35.2%

31.9%が
ほぼ変わらない
と回答
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（過去に一度も
利用していない）
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すでに全額完済
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その他
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35.2%が
資金繰りは厳しいが、
調達予定はない

と回答

全く異なる事業を手がけたい
3.3%

事業は縮小・撤退する
1.1%

特に考えていない（わからない）
5.6%

新しい製品・商品・
サービスを開発したい
12.9%

新しい販路・市場を
開拓したい
31.1%

現在の事業を、
現状のまま継続したい

46.0%

46.0%が
現状のまま継続
したいと回答

返済開始時期 返済方法の予定
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27.8%49.7%
賃上げ等、待遇面の改善

テレワーク等、
IT化の推進
6.5%

非正規雇用の
処遇改善
3.8%

外国人
人材の活用

8.9%

子育て、
介護との両立
5.8%

Q5
貴社は「資金繰りに関する課題」に対して、金融機関、顧問税理士など自社の資金繰りに関わる関係者に
どのような支援を希望しますか。　※最大2つ選択

自社の課題を診断、解決を
可能としてくれる制度の情報提供

14.6%

新たな制度の
情報提供、
活用支援

17.6%

特になし

26.7%
ビジネスマッチング
など売上増加に
寄与する情報提供

18.8%

公的な補助金などの
情報提供

28.5%28.8%
定期的な

資金繰りの相談

事業計画の
作成支援
10.0%

抜本的な事業の見直し、
再生への支援
3.9%

その他
0.2%

70.1%
21.1%

17.5%

7.4%

13.2%

2.5%
2.2%
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すでに
返済開始

58.8% 予定通り毎月
返済を行う予定

80.9%

2024年1月以降に返済が始まる
10.4%

2023年6月末までに返済が始まる
12.6%
2023年7月から12月末までに
返済が始まる
18.2%

借換保証制度などを利用する予定
2.8%

一括繰上返済を予定
9.1%
条件変更を予定
5.7%

全て転嫁
できている
9.4%

新規調達を検討（新たな設備
投資や増加運転資金など）
15.8%
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